
固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 538¶067¶621 46¶029¶446 6¶314¶700 577¶782¶367 171¶330¶590 29¶013¶172 ` 406¶451¶777

構 築 物 50¶630¶078 15¶603¶000 ` 66¶233¶078 4¶566¶499 1¶678¶608 ` 61¶666¶579

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 装 置 23¶031¶750 ` ` 23¶031¶750 12¶130¶591 2¶591¶070 ` 10¶901¶159

車 両 運 搬 具 36¶837¶745 ` 2¶989¶450 33¶848¶295 20¶909¶191 4¶315¶963 ` 12¶939¶104

工具器具備品 1¶311¶893¶891 60¶408¶712 8¶186¶900 1¶364¶115¶703 725¶550¶453 115¶068¶049 ` 638¶565¶250

計 1¶960¶461¶085 122¶041¶158 17¶491¶050 2¶065¶011¶193 934¶487¶324 152¶666¶862 ` 1¶130¶523¶869

建 物 70¶649¶902¶278 1¶143¶147¶461 165¶922¶282 71¶627¶127¶457 12¶050¶431¶966 2¶221¶802¶092 ` 59¶576¶695¶491 注

構 築 物 1¶829¶143¶734 ` ` 1¶829¶143¶734 624¶639¶899 83¶162¶581 ` 1¶204¶503¶835

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 機 械 装 置 22¶007¶000 179¶371¶500 ` 201¶378¶500 16¶832¶033 3¶376¶604 ` 184¶546¶467 注

工具器具備品 491¶100¶733 ` ` 491¶100¶733 318¶784¶842 64¶005¶700 ` 172¶315¶891

計 72¶992¶153¶745 1¶322¶518¶961 165¶922¶282 74¶148¶750¶424 13¶010¶688¶740 2¶372¶346¶977 ` 61¶138¶061¶684
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（追加情報）
当事業年度より、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平
成12年８月（平成20年２月最終改訂）、総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会）
Ｑ31`７を適用し、平成20年３月31日以前に取得した有形固定資産については、取得価額の５％に
到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり
均等償却しております。この結果、従来の方法と比較して、当事業年度の損益外減価償却相当額が
20¶612¶016円、減価償却費が29¶640円それぞれ増加し、行政サービス実施コストが20¶641¶656円増加
しております。
なお、経常利益及び当期純利益ならびに当期総利益には影響はありません。
また、セグメント情報に与える影響は、「セグメント情報」に記載しております。

〇固定資産の減損に係る注記事項
\ 減損の兆候が認められた固定資産
当事業年度は、記載事項はありません。

] 減損の認識が認められた固定資産
Ê 東京国立近代美術館本館 熱源機器設備
{使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要
用途：熱源機器設備
種類：建物附属設備
場所：東京都千代田区

|使用しないという決定を行った経緯及び理由
当該設備は、経年劣化により通常の維持保全による整備・補修では必要な機能を保つこと
が困難となり、平成19年度ならびに平成20年度に改修工事としての経費が施設整備費補助金
において予算化され、平成21年２月に除却を行いました。

}使用しなくなった日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額
帳簿価額：68¶853¶778円
回収可能サービス価額：0円
減損相当額：68¶853¶778円

Ë 国立西洋美術館新館 空気調和設備
{使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要
用途：空気調和設備
種類：建物附属設備
場所：東京都台東区

|使用しないという決定を行った経緯及び理由
当該設備は、経年劣化により通常の維持保全による整備・補修では必要な機能を保つこと
が困難となり、平成19年度ならびに平成20年度に改修工事としての経費が施設整備費補助金
において予算化され、平成21年２月に除却を行いました。

}使用しなくなった日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額
帳簿価額：29¶707¶573円
回収可能サービス価額：0円
減損相当額：29¶707¶573円

〇重要な債務負担行為
施設整備費補助金による建築工事等契約において、翌事業年度以降に支払を予定している債務負担
行為額は、以下のとおりです。
\ 契約内容：東京国立近代美術館熱源機器設備更新工事（第Ó期）
主な契約先：国土交通省（委託事業）
翌期以降支払金額：136¶080¶000円
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